
2 0 2 1 年 ６ 月 ２ 日  

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 216 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 

【不適合関係】 

  5 月 13 日 大湊側エリア北側（屋外）におけるけが人の発生について 

（公表区分：Ⅲ）                                     〔P.２〕 

  5 月 18 日 固体廃棄物処理建屋（非管理区域）における水の漏えいについて 

（公表区分：Ⅲ）                      〔P.４〕 

  

【発電所に係る情報】 

・  5 月 13 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルスへの対応に 

ついて                                                    〔P.７〕 

・  5 月 13 日 柏崎刈羽原子力発電所の協力企業作業員による ID カードの誤使用 

        について                                                   〔P.８〕 

  5 月 18 日 柏崎刈羽原子力発電所における基準地震動の変更が不要であること 

を説明する文書の提出について                               〔P.10〕 

  6 月 ２日 「核物質防護に関する独立検証委員会」の設置について         〔P.12〕 

 

【その他】 

  5 月 19 日 当社原子力発電所における原子力規制庁による 2020 年度第 4四 

半期原子力保安検査および規制検査の結果について             〔P.14〕 

  6 月 ２日 広報活動の改善事項について(６月報告)                       〔P.18〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

  5 月 27 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

進捗状況(概要版)                〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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2021年 5月 13日 

東京電力ホールディングス株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 －  

件名 大湊側エリア北側（屋外）におけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2021年 5月 12日午前 11時 30分頃、大湊側エリア北側（屋外）において、草刈り 
作業を実施していた協力企業作業員 1名が、誤って手鎌で右足膝を切創しました。 

 
その後、業務車にて病院へ搬送され、診察を受けております。 

 
なお、本人は自力歩行が可能で、身体汚染はありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

病院で診察した結果「右膝関節切創」と診断され、傷口への縫合を受けております。 

今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行い、再発防止に努めてまい

ります。 
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柏崎刈羽原子力発電所 大湊側 屋外 

大湊側エリア北側（屋外）におけるけが人の発生について 

  

  

発生場所 
（ 大湊側エリア ） 

  

５号機 

タービン建屋 

５号機 

原子炉建屋 

６号機 

タービン建屋 

７号機 

タービン建屋 

６号機 

原子炉建屋 

７号機 

原子炉建屋 
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2021 年 5 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 ― 

件名 固体廃棄物処理建屋（非管理区域）における水の漏えいについて 

不適合の 

概要 

 
2021 年 5 月 17 日午前 8 時 50 分頃、パトロールを行っていた協力企業作業

員が固体廃棄物処理建屋 1 階入退域エリアの床面が濡れていること（約 20 リ

ットル）を確認しました。 
その後、2 階にある給気空調機室を調査したところ、床面に約 200 リットル

の水が溜まっていることを確認しました。 
 
漏えいは、排水設備の一時的な不具合によるもので、空調の冷却器から発生

した凝縮水が排水設備から漏えいしたものと推定しております。 

 

また、現場確認を行い、漏えいが停止していることを確認しております。 
 

本事象による外部への放射能の影響はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

 

漏えいした水については、拭き取りにより清掃を完了しております。 

今後、漏えいの原因について排水設備の調査を行い、再発防止対策を検討

してまいります。 
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展望台 

１号機 ２号機 

３号機 ４号機 

５号機 ６号機 ７号機 

固体廃棄物処理建屋（非管理区域）における水の漏えいについて 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

第１棟 

第２棟 

固体廃棄物貯蔵庫第３棟 

事象発生場所 
（給気空調機室） 

固体廃棄物処理建屋 
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【参考】排水設備からの排出イメージ図

排水設備

空調の冷却器から
凝縮水が流入

フロート

水の流れに沿って
ボール状のフロート
（浮き）が浮遊し、
排出が可能

排出

排出

フロート

水の流れに

沿って板状の
フロート（浮き）
が浮遊し、
排出が可能

何らかの影響により板が
浮遊せず、排出ができな
かったと推定

ボール

1

適切に排出されず、

排水設備内に溜まった
水が漏えい

【参考】排水設備の写真

ボール状のフロート板状のフロート

排水設備

排出 流入

2
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルスへの対応について

2021年5月13日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

 2021年4月以降、発電所に勤務している当社および協力企業社員において、新型コロナウイルス感染者が

断続的に発生（当社社員5名、協力企業社員10名：2021年5月12日現在）

 これまで継続してきた感染拡大防止対策（出社前検温、３密回避、行動歴の記録、出張原則禁止など）に

加え、下記の対応を追加で実施

【追加した対応】

① 感染者が発生した場合の対応

・ 保健所の指導に基づくPCR検査に加え、自主検査の実施

・ 自主検査における宅配検査キット等の活用・検査体制充実化

② 感染拡大防止対策の強化

・ 「緊急事態宣言地域」や「まん延防止等重点措置地域」への往来者は、上司が行動歴に問題ないことを確認の上、出社

（上司が経過観察を必要と判断した場合には、2週間の在宅勤務を実施後、出社）

・ 当社社員の出社率を5月16日まで50%程度、その後、66%程度を継続する予定

・ 大型連休期間を含む、4月28日から5月9日までの期間は原則作業を停止

（法令上必要な作業や原子力安全上、早期復旧・実施が望ましい作業を除く）

③ 協力企業への周知・依頼

・ 協力企業に対し、当社の対応内容を周知するとともに、各社の対策・徹底について、改めて依頼（4月28日）
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部広報グループ 03-6373-1111（代表） 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部広報グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所における 

基準地震動の変更が不要であることを説明する文書の提出について 

 

2021 年 5 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 
 

基準地震動策定において「震源を特定せず策定する地震動」※に係る新規制基準が改正さ

れました。これを踏まえ、当社、柏崎刈羽原子力発電所においては、同基準にもとづき、

新たに規定された「標準応答スペクトル」に関する評価を行いました。 
 
評価の結果、柏崎刈羽原子力発電所においては、既許可の基準地震動を下回ることを確

認したことから、本日、基準地震動の変更が不要であることを説明する文書を原子力規制

委員会へ提出いたしました。 
 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯に対応するとともに、更なる安全

性、信頼性の向上に努めてまいります。 
 

以 上 

 

 

【添付資料】 
 ・「震源を特定せず策定する地震動」に関する基準改正の概要等について 

 
※「震源を特定せず策定する地震動」 
敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生

する可能性のある地震の全てを事前に評価できるとは言い切れないことから、全ての

原子力サイトにおいて考慮すべき地震動。 
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1

「震源を特定せず策定する地震動」に関する基準改正の概要

2021年4月21日に，基準地震動の策定のうち，震源を特定せず策定する地震動に
関する基準※が改正

全国共通に考慮すべき地震動については，従来から考慮済の『留萌地震』に加え，
今回新たに『標準応答スペクトル』に基づく評価が追加で求められることとなった

改正後の基準を適用しても，既許可の基準地震動を変更する必要がない場合には，
その旨を説明する文書を3ヵ月以内に原子力規制委員会へ提出することができる

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 震源を特定せず策定する地震動

検討用地震の選定

応答スペクトルに基づく
地震動評価

断層モデルを用いた手法
による地震動評価

基準地震動の策定

地域性を考慮する
地震動

全国共通に考慮すべき地震動

2004年北海道
留萌支庁南部地震

標準応答
スペクトル

基準地震動の策定フロー（柏崎刈羽原子力発電所の基準地震動Ss-1～Ss-8）

Ss-1,3 Ss-2,4～7 対象無し Ss-8 今回評価

※ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」

F-B断層による地震，長岡平野西縁断層帯による地震
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柏崎刈羽における標準応答スペクトルに基づく評価結果

標準応答スペクトルに基づく地震動評価を行い，既許可の基準地震動Ss-1～Ss-8と
比較した結果，基準地震動への影響は無いことを確認

評価結果は，全ての周期帯において既許可の基準地震動を下回る

評価結果は，従来から考慮している留萌地震と大きな差がない

柏崎刈羽では基準地震動の変更が不要であることを説明する文書を提出

水平方向

荒浜側
（1～4号機側）

大湊側
（5～7号機側）

鉛直方向 水平方向 鉛直方向

基準地震動Ss-1～Ss-7
留萌地震（基準地震動Ss-8）
標準応答スペクトルに基づく評価結果

基準地震動Ss-1～Ss-7
【参考】留萌地震
標準応答スペクトルに基づく評価結果
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「核物質防護に関する独立検証委員会」の設置について 

 

2021 年 6 月 2 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
 

当社柏崎刈羽原子力発電所における「安全対策工事の一部未完了」、「核物質防護設備の

機能の一部喪失」や「ID 不正使用」など、地域の皆さまをはじめ、広く社会の皆さまがご

不安、ご不信を抱かれるような事案を発生させていることについて、改めて深くお詫び申

し上げます。 
 
現在、当社は柏崎刈羽原子力発電所に経営資源を最大限投入し、根本的な原因究明に取

り組んでおります。 
 
核物質防護事案などの原因究明にあたっては、その客観性を確保する観点から、本日、

当社から独立した社外委員のみで構成される「核物質防護に関する独立検証委員会」を新

たに設置しました。同委員会の設置目的は以下のとおりです。 
 

・東京電力ホールディングス株式会社による事実関係調査・原因分析の妥当性評価 
・評価対象事案に関する組織要因の分析・組織文化の評価（安全文化及び核セキュリティ

文化の評価・劣化兆候の特定） 

・組織文化の評価に基づく改善策の提言 

 
当社は一連の事案の原因分析・対策立案にあたり、核物質防護に関する独立検証委員会

からいただくご指摘や提言を反映し、抜本的な改革に取り組んでまいります。 
 
当社は、「福島第一原子力発電所事故の反省と教訓」という原点に今一度立ち返り、発電

所を生まれ変わらせるつもりで、発電所の安全性や業務品質の向上に向け、取り組んでま

いります。 
以 上 

 
別紙：「核物質防護に関する独立検証委員会」の委員略歴 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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＜別 紙＞  

 
 

「核物質防護に関する独立検証委員会」の委員略歴 

 
 

委員長 伊丹 俊彦 氏 
 
＜専門＞ ガバナンス、不祥事対応、コンプライアンス  
＜経歴＞ 弁護士 

元 大阪高等検察庁検事長 
 
   委 員 板橋 功  氏 

 
＜専門＞ 核セキュリティ、危機管理  

  ＜経歴＞ 公益財団法人公共政策調査会研究センター長 
 
委 員 大場 恭子  氏 

 
＜専門＞ 安全文化、技術者倫理  
＜経歴＞ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 技術副主幹 

国立大学法人長岡技術科学大学技学研究院 准教授 
 

 
以 上 
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当社原子力発電所における原子力規制庁による 

2020年度第 4四半期原子力保安検査および規制検査の結果について 

 

 

2021 年 5 月 19 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

本日の原子力規制委員会において、原子力規制庁が実施した当社原子力発電所における

2020 年度第 4 四半期原子力保安検査ならびに規制検査の結果が報告され、福島第一原子

力発電所に関する事案および福島第二原子力発電所の核物質防護に関する事案について、

以下の判定を受けました。 

 

 

＜福島第一原子力発電所（保安検査）＞ 

（事案１） 

・１号機原子力圧力容器温度計の誤接続   ・・・  違反区分：軽微な違反（監視） 

   （2021 年 2 月 15 日 お知らせ済み） 

（事案 2） 

・プロセス主建屋における顔面汚染   ・・・  違反区分：軽微な違反（監視） 

        （2021 年 3 月 16 日 お知らせ済み） 

（事案 3） 

・通用門建屋における非火災報の発報   ・・・   違反区分：軽微な違反（監視） 

 （2021 年 3 月 24 日 お知らせ済み） 

 

＜福島第二原子力発電所（規制検査）＞ 

（事案１） 

・防護区域境界通路扉の不適切な管理           ・・・ 安全上の重要度：緑※１ 

違 反 の 深 刻 度 レ ベ ル：Ⅳ※2 

（事案 2） 

・周辺防護区域から防護区域への再入域手続きの不備・・・  安全上の重要度：緑 

違 反 の 深 刻 度 レ ベ ル：Ⅳ 

（事案 3） 

・無効化済みの ID カードの紛失           ・・・  安全上の重要度：緑 

違 反 の 深 刻 度 レ ベ ル：Ⅳ 

（2021 年 2 月 19 日 お知らせ済み） 
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福島第二原子力発電所における核物質防護事案については、核物質防護に抵触しない範

囲において、概要を別紙のとおりお知らせいたします。 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所の核物質防護にかかる一連の事案を受けて、現在、根本

的な原因究明に取り組んでおります。今後、これら事案も含めて核物質防護体制の強化に

向けた改善措置計画を検討してまいります。 

 

※１ 安全上の重要度「緑」 

「安全上の重要度」は、原子力施設の安全確保に対する劣化の程度により「赤」「黄」

「白」「緑」の順に区分される。重要度「緑」は、安全確保の機能または性能への影響 

があるが、限定的かつ極めて小さなものであり、事業者の改善措置活動により改善が見

込める水準のものに適用される。 

 

※２ 違反の深刻度レベル「SL Ⅳ」(SL: Severity Level) 

「違反の深刻度レベル」は、違反の深刻度に応じて「SL Ⅰ」「SL Ⅱ」「SL Ⅲ」「SL Ⅳ」

の順に区分される。深刻度「SL Ⅳ」は、原子力安全上または核物質防護上の影響が

限定的であるもの、またはそうした状況になり得たものに適用される。 

 

 

 

別紙：福島第二原子力発電所における核物質防護に係る事案について 

 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ 025-283-7461（代表） 
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   福島第二原子力発電所における核物質防護に係る事案について 

 

 

2021年 5月 19日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

■事案 1：防護区域境界通路扉の不適切な管理（当社社員による発見） 

〇2021年 3月 19日、当社の運転当直員が 4号機の周辺防護区域＊1と防護区域＊2の境

界における通路扉が核物質防護の観点から適切に管理されていない状態であること

を確認しました。また、翌日、1号機においても、同様の通路扉が 1箇所あることを

確認しました。 

〇当社は、上記事案を原子力規制庁に速やかに報告するとともに、ただちに当該通路

扉に近づけないよう代替措置を講じた上で、通路扉を閉鎖する是正措置を実施いた

しました。また、当該是正措置が妥当であることを、4月 19日、原子力規制庁に確

認いただきました。 

〇なお、当該通路扉は、通常、人の往来が殆ど無く、また、当該通路扉につながる周辺

防護区域内に設置された扉は、放射線管理上、常時施錠管理されており、破壊された

痕跡もないことを当社にて確認しております。 

 

 

■事案 2：周辺防護区域から防護区域への再入域手続きの不備（原子力規制庁による指摘） 

○2021年 3月 23日、上記事案 1に関して原子力規制検査を受ける中、当社は原子力

規制庁から、入退域ゲートとは別に設置された周辺防護区域と防護区域の境界にお

ける管理された防護扉について、その扉から周辺防護区域に一時的に退域し、防護

区域へ再入域する際に金属探知機による点検等の所定の手続きが十分に行われてい

ない旨の指摘をいただきました（同様の箇所は各号機に存在）。 

○当社は、当該防護扉から入退域ができないよう出入り口を閉鎖する是正措置を速や

かに実施し、3月 24日に原子力規制庁に当該是正措置が妥当であることを確認いた

だきました。 

〇なお、当該防護扉につながる周辺防護区域内の通路の扉は、放射線管理上、常時施錠

されており、破壊された痕跡もないことを当社にて確認しております。 

別紙 
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■事案 3：無効化済みの ID カードの紛失 （2021 年 2 月 19 日 お知らせ済（内容を一部追

記）） 

 〇2021年 2月 16日、当社社員より会社に対して防護区域（中央制御室を除く）入域

用 ID カードを紛失した旨の報告がありました。これについては原子力規制庁に翌

日、報告いたしました。また、当該カードについては、2016年 4月に入域できない

措置（無効化）を実施済みであることを確認しました。 

〇なお、2021年 2月 23日、当該カードは当該社員により発見されております。 

〇その後の原子力規制検査において、福島第二原子力発電所では、業務上不要となっ

た ID カード（同発電所用）について回収を怠っていた旨、指摘をいただきました。 

〇なお、原子力規制庁の指摘を受け、当社は、業務上不要となった IDカードについて

全て無効化措置を実施したうえで、回収などの措置を実施しております。 

 

 

＊1 周辺防護区域 

防護区域（*2）における特定核燃料物質の防護をより確実に行うため、防護区域の周辺に定める 

区域 

＊2 防護区域 

  特定核燃料物質の防護のための区域 

 

以 上 
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広報活動の改善事項について
（６月報告）

2021年 6月2日

東京電力ホールディングス株式会社

新潟本社

■改善事項
改善事項 広報誌NEWSアトム５月号に核物質防護について掲載しました

いただいた声
■発電所内のセキュリティについて教えてほしい
■IDカード不正利用されていたことは不安
■今回の一連の事案について隠さないで教えてほしい
※NEWSアトムアンケートはがきおよびフリーコールによる核物質防護に関する不安の声が多数

工夫した点 核物質防護に関する事案についての詳細はご説明が難しいことから、イメージ図など
を用いてお伝えいたしました

NEWSアトム5月号抜粋
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２１年５月２７日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議

1/8

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

３号機 燃料取り出し完了 2020年度内

４号機 燃料取り出し完了 2014年

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約180m3/日（2019年度）、約140m3/日（2020年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取り組み～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取り組み
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取り組み
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。

1~3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋においては、床面露出状
態を維持出来る状態となりました。

• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理
が完了しました。今後、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年
末の半分程度に低減させる計画です。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取り組み
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策や防潮堤設置の工事を進めています。また、豪雨対策

として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路強化等を計画的に実
施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1,3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
処理水の海洋放出にあたっては、安全に関する基準等を遵

守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してまいり
ます。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAによる
安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性高く、
継続的に発信してまいります。

※1 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※2 少量の放出から慎重に開始

ALPS処理水の
取扱いに関する
小委員会

東京電力原子力
規制委員会

東京電力政府
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2年程度

4月13日に「廃炉・汚染水・処理
水対策関係閣僚等会議」より決定

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

1号機 3,4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

2号機

1



内部取り込み防止対策として、全面マスク用アノラックを導入

多核種除去設備等処理水の放出前の放射能濃度の
測定・評価に必要な設備に関する設計を検討

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月、約15℃～約25℃※１で推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく※２、
総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ １～４号機原子炉建屋からの放出による被ばく線量への影響は、2021年4月の評価では

敷地境界で年間0.00004ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ未満です。
なお、自然放射線による被ばく線量は年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ (日本平均)です。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況
日本海溝津波防潮堤の設置に向け、
2021年6月中旬以降に工事着手予定

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用カバー
取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機

注水

2号機

ペ
デ
ス
タ
ル

3号機

前室

615体

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

原子炉
格納容器
(PCV)
原子炉

圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

建
屋
カ
バ
ー
鉄
骨

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

養生バッグ

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了） 取り出し完了燃料（体）

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

2020年4月に内閣府にて公表された切迫した日
本海溝津波への備えに対応するため、「日本海溝
津波防潮堤」の新規設置工事を2021年6月中旬
以降目途に着手いたします。
津波リスクの低減に向け、2023年度下期の完成

を目指し、安全を最優先に作業を進めてまいります。

2号機オペレーティングフロア調査を
原子力規制庁と協働で実施 汚染の高い建屋内作業などでは、全面マスクと体全体を覆う放射線防護装

備(以下、アノラック)を着用しています。
全面マスクの表面に付着した汚染が顔面に伝播した事象を踏まえ、頭部およ

び全面マスクの約80%を覆うことができるアノラックを導入します。

4月14日～15日に2号機オペレーティングフロア（以下、オペフ
ロ）の床面及び天井面の調査を実施しました。
シールドプラグ上部の空間線量率（最大値約117mSv/h）

が他の領域より高かった原因は、シールドプラグの隙間及び下部
に蓄積されているセシウムの影響と評価しました。
オペフロの空間線量を目標である線量1mSv/h以下とすべく、

除染と遮蔽設置を進めてまいります。

１/２号機排気筒ドレンサンプピット雨水流入箇所と
推定されるマンホールを確認

１/２号機排気筒ドレンサンプピットへの雨水
流入対策を実施しているものの、降雨時にピッ
ト内の水位が上昇する事象を確認しております。
雨水流入箇所の調査を目的に、4月から

5月にかけピット周辺地表面に散水を実施した
ところ、ピット南東側への散水の際に水位が上
昇することを確認しました。
高線量箇所でありますが、現場調査実施し、

雨水流入箇所と推定するマンホールの存在を
確認しました。
今後、当該箇所への雨水流入対策を実施

してまいります。

3、4号機
タービン建屋

プロセス主建屋

防潮堤
斜面補強部

アクセス道路防潮堤

T.P.8.5m盤

T.P.2.5m盤

N

4号機原
子炉建屋

3号機原
子炉建屋

※代表建屋のみ図化

２号機原子炉ウェル内調査（速報）
高線量が確認されている2号機シールドプ

ラグの下部の原子炉ウェル内について、5月
20日にカメラと線量計を用いた調査を実施、
また、ウェル内に通じる配管等から4月23日
に試料を採取しました。
測定したポイントでの線量当量率は最大

深さ約
550
mm

内径
約600
mm

多核種除去設備等処理水の海洋放出にあたっては、放射能
濃度を希釈放出前に測定し、62核種(ALPS除去対象核種)
および炭素14の告示濃度比総和が1未満であることを第三者も
含め確認することとしています。
放出前の放射能濃度の測定・評価には、時間を要する核種が

あるため、測定を円滑に実施するために、受入、測定・評価、放
出の3つの役割をもったタンク群をローテーションしながら運用するこ
とを検討しています。
また、トリチウムの分離技術に関する新たな技術動向について、

継続的に注視していくこととしております。5月27日より、第三者
機関を交えた新たなスキームを通じ、トリチウムの分離技術に関す
る調査や提案に関する受付を開始しました。
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空間線量当量率：
34〔mSv/h〕

表面線量当量率：
108〔mSv/h〕

※2021.5.19測定

Kobra

床面測定用治具

Packbot

ポータブル線量計を
用いた調査

1号機PCV内干渉物調査を実施、
内部調査時の干渉物位置情報を取得

2021年４月23日から29日にかけて原子炉
格納容器（以下、PCV）内干渉物調査を実
施し、干渉物となる計装配管や電線管等の位
置情報を取得しました。
取得した位置情報を基に、PCV内部調査装

置の投入ルートを確定しました。
現在、干渉物切断作業の再開に向け準備を

行っております。引き続き、安全最優先に作業
を進めてまいります。

＜シールドプラグ下部の状況＞

530mSv/hでした。
今後の廃炉作業

に活かせるよう、引
き続き原子炉ウェ
ル内の調査を実施
してまいります。

従来 改良

シールド加工

さらに、視界を確保するため面体部
をシールド加工し、また、全面マスクの
フィルタ部を覆う部分はゴムによる絞り
加工を施し呼吸の通りを妨げないよう
にカットするなど、装着時の不快感を
軽減するよう工夫しております。
引き続き、よりよい作業環境とする

ため、装備品等の改善に取り組んで
まいります。

アノラックで覆
われる範囲

（約80%）

2



主な取り組みの配置図
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６
号

５
号

MP-2

MP-4

※モニタリングポスト（MP-1～MP-8）のデータ
敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト(MP)のデータ（10分値）は0.351μSv/h～1.197μSv/h（2021/4/26～2021/5/25）。
MP-2～MP-8については、空間線量率の変動をより正確に測定することを目的に、2012/2/10～4/18に、環境改善（森林の伐採、表土の除去、遮へい壁の設置）の工事を実施しました。
環境改善工事により、発電所敷地内と比較して、MP周辺の空間線量率だけが低くなっています。
MP-6については、さらなる森林伐採等を実施した結果、遮へい壁外側の空間線量率が大幅に低減したことから、2013/７/10～７/11にかけて遮へい壁を撤去しました。

MP-6

提供：日本スペースイメージング（株）2020.5.24撮影
Product(C)[2020] DigitalGlobe, Inc., a Maxar company.

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地盤改良

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

タンク設置エリア

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号
２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界

1号機PCV内干渉物調査を実施、
内部調査時の干渉物位置情報を取得

内部取り込み防止対策として、全面マスク用アノラックを導入

日本海溝津波防潮堤の設置に向け、
2021年6月中旬以降に工事着手予定 2号機オペレーティングフロア調査を

原子力規制庁と協働で実施

１/２号機排気筒ドレンサンプピット雨水流入箇所と
推定されるマンホールを確認

多核種除去設備等処理水の放出前の放射能濃度の
測定・評価に必要な設備に関する設計を検討

２号機原子炉ウェル内調査（速報）
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東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

ご質問への回答 

 

<三井田 潤委員> 

東電社員の ID 不正問題に関する事です。 

Q１．当該の社員の職位を教えてください。運転には当直長、副長、主機操作員、補機操作員が

います。どれに該当する人でしょうか？ 

Ａ．  

○ 当該社員の職位につきましては、個人の特定につながることから回答を差し控えさせていた

だいております。何卒ご理解願います。 

 

Q２．2015 年の協力企業社員の ID 不正使用は警察へ届けていますが、東電社員の不正使用は

届けていません。何故ですか？ 

Ａ．  

○ 2015 年に発生したID カード取り違いによる誤使用の事案については、事案発生時に不審行

為の疑いを否定できないと保守的に判断し、警察へ通報いたしました。その後、警察で身元確

認等を行い、不審行為でないことを確認いただいております。 

○ 一方で、昨年9 月 20 日に発生した当社社員によるID 不正使用については、入域が行われた

翌日にIDカードを持ち出された社員から発覚しました。すぐに不正をした本人と連絡が取れ、

前日の行動履歴等から不審行為がないことが確認された状況等に鑑み、警察への通報は未実

施としております。なお、通報の判断は当該者の所属や役職等の違いによって異なるものでは

ありません。また、原子力規制庁には発生翌日に事案を確認後、速やかに報告をしております。 

○ 現在、当社は、当発電所における核物質防護にかかる一連の事案を受けて、根本的な原因究明

に取り組んでいます。今後、これらの事案も含めて、核物質防護体制の強化に向けた改善措置

計画の検討を進めてまいります。 

  



Q３．Q２での協力企業社員は単に誤っての使用ですが、貴社社員の行為は窃盗にあたり、又他

人になりすましています。一般になりすまし詐欺です。この件は如何なものでしょうか？ 

Q４．警備の機能は形骸化しており、早急に改善が必要です。東電社員や原発構内での問題を取

締る組織が必要ではないでしょうか？ 

Ａ．※Q３とQ４は纏めて回答させていただきます 

○ 本事案につきまして、地域の皆さまをはじめ、広く社会の皆さまに、大変なご不安をおかけし

ておりますこと、また、ご不信を与えておりますことを改めて深くお詫び申し上げます。 

○ 当社は本事案を大変重く受け止めており、根本原因分析及び改善措置（警備体制の強化含む）

を取り纏め、本年３月 10 日に原子力規制委員会へ報告させていただきました。※引き続き、

その内容について、一つひとつ着実に取り組んでまいります。 

○ なお、原子力規制委員会からは、本事案を含む一連の核物質防護に関わる事案についての改善

措置計画の報告を本年９月23 日までに求められており、こちらにつきましても、改善措置活

動に対する検討を進めてまいります。 

※報告内容については次ページ以降を参照願います 

 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所社員によるIDカード不正使用
についての根本原因分析及び改善措置

（概 要）

2021年3月10日

東京電力ホールディングス株式会社

D

本資料は、2021年3月10日、原子力規制委員会へ
提出した題記報告書のうち、核セキュリティ上公開
できる範囲において、概要を取りまとめたものです

1

１．経緯・概要 （2021年2月15日お知らせ済）

• 2020年9月20日朝、当社柏崎刈羽原子力発電所において、中央制御室員Aが
同僚の中央制御室員Bのロッカー（無施錠）よりIDカードを無断で持ち出し

• 中央制御室員Aは、中央制御室員Bを名乗り、入域を試みたところ、委託警備
員及び社員警備員Cは違和感を覚えつつも、入域を止めるには至らず

• 社員警備員Cの裁量で、中央制御室員BのIDカードに中央制御室員Aの識別情
報を登録

• 中央制御室員Aが、中央制御室員BのIDカードを不正に使用し、周辺防護区域
及び防護区域を通過し中央制御室まで入域

• 翌日2020年9月21日朝、中央制御室員Bが入域の際、個人を特定する認証に
エラー発生

• 社員警備員Cが、前日の登録経緯と中央制御室員Bとの確認から、中央制御室
員AのIDカード不正使用が判明したため、同日、直ちに原子力規制庁に報告

＜判明の経緯＞

＜事案の概要＞
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２．原子力規制委員会の評価および今後の対応 （2021年2月15日お知らせ済）

• 2021年2月9日、原子力規制委員会の評価結果「重要度評価：白」について、意見
陳述の要望が無いことを原子力規制委員会へ報告

• 同日、同委員会にて、重要度評価「白」が確定し、検査の対応区分を１から２とす
る変更通知を受領

• これを受け当社は、根本的な原因分析を伴う改善措置活動の計画およびその実施結
果について取りまとめ、3月10日までに同委員会へ報告予定＊ （＊3月10日報告済）

• 今後、原子力規制庁の追加検査について、真摯に対応

3

〇 核セキュリティに関する重要性の認識不足

・ 核セキュリティに関する遵守事項を理解させるため、IDカード不正使用の

違反事例を用いたグループ討議の追加教育を実施

〇 IDカードの保管管理が十分でない

・ IDカードの厳格管理（施錠保管、貸借禁止、紛失時の対応等）を再徹底

〇 個人認証エラー時の対応が十分でない

・ 警備管理者による本人確認をルール化

・ 現場の登録装置の使用を停止

原因と実施済の対策

今後の対応

① 強固な核セキュリティシステムを構築するために、設備やプロセスの改善に留
まらず、個人や組織の意識、ふるまい、組織間の関係等の核セキュリティ文化
醸成の側面も含めて検討

② 核セキュリティに関する事案については、情報公開と核セキュリティのバラン
スを考慮しながら、公表の在り方を検討（継続検討中）

３．主な原因と対策 (2021年2月15日お知らせ済)

当社として、本事案を大変重く受け止め、経営管理責任を明確にするとともに、
再発防止を徹底する観点から、人事措置を実施

今回のご説明内容
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背後要因の相関の整理

４．根本原因分析

再発防止を確実に行うため、「根本原因分析」を実施（当事者等への聞き取りやルール
の確認、時系列の整理、事象の要因を技術的、人的及び組織的側面から掘下げ）
根本原因分析を行うプロセスで、背後要因を3つに類型化
１．厳格な核物質防護のための手段の不足 ２．核物質防護の重要性の理解不足
３．厳格な警備業務を行い難い風土
背後要因の相関を整理。深層には、組織面の要因として「管理者の現場実態把握力の弱
さ」「内部脅威に対する意識の不足」があると特定

＜背後要因の類型化と整理＞
背後要因の類型化

１．厳格な核物質防護のため
の手段の不足

2．核物質防護の重要性
の理解不足

3．厳格な警備業務を行い
難い風土

2 核物質防護の重要性の理解不足

１厳格な核物質防護のための
手段の不足（1-1,1-2）

3-2 警備業務に対する尊重の不足

3-3 核物質防護ルールの
不徹底

3-1 社員に対する警備員の忖度

3-4 管理者の現場実態把握力
の弱さ

3-5 内部脅威に対する意識の
不足

5

背後要因の分類 対 策

１．厳格な核物質防護
のための手段の不
足

1-1 人定確認の業務プロセス
の問題

・警備管理員による人定確認をルール化
・現場の登録装置の使用を停止

1-2 現状の人定確認の設備構
成の問題

・認証装置の追加
・現場の登録装置の使用を停止

２．核物質防護の重要
性の理解不足

－
・核物質防護教育（情報流出・措置に関する項目追加）
・運転員、警備員に対する面談実施

３．厳格な警備業務を
行い難い風土

3-1 社員に対する警備員の
忖度

・核物質防護教育（情報流出・措置に関する項目追加）
・警備員に対する実動対応訓練の強化

3-2 警備業務に対する尊重
の不足

・警備員及び警備員をサポートする体制の強化
・核物質防護教育（警備の重要性の項目追加）

3-3 核物質防護ルールの
不徹底

・ＩＤカード等の厳正管理
・ＩＤカード管理の相互チェック、監視
・警備員に対する実動対応訓練の強化

3-4 管理者の現場実態把握
力の弱さ

・「車座ミーティング」の実施
・管理者による現地現物での業務把握の向上

3-5 内部脅威に対する意識
の不足

・核セキュリティ文化醸成の基本方針の見直し
・核物質防護規定の見直し
・個人管理すべき事項を明確化と管理の定着
・「車座ミーティング」の実施

各背後要因に対してそれぞれ対策を実施

５．背後要因に基づく対策（一覧）

黒；2/15お知らせ済
青；今回新たにお知らせ
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今回新たにお知らせする対策の概要は以下のとおり

６．背後要因に基づく対策（１/3）

現状（柏崎刈羽）

メンバー

変更（柏崎刈羽）警備員及び警備員をサポートする
体制の強化

①部長が定期的に防護本部で執務
（自らの目で現場実態を把握・改善)

②特別管理職を新たに配置
③防護職員の職務責任の明確化

(警備長、警備主任の職位化)
④警備専門の指導者を新たに配置

(日常的な指導の強化) 社員警備員

防護本部部長

GM

メンバー 社員警備員

防護本部部長

GM 特別管理職
(警備業務の責任者)

部長

指導者
警備員の
指導・支援

強化②

強化③

強化①

強化④

※定期的に現場で執務

背後要因の分類 対 策 実施状況

1-2 現状の人定確認の設
備構成の問題

〇認証装置の追加 2021年2月～ 調達・
運用ルールの検討開始

２．核物質防護の重要性の
理解不足

〇核物質防護教育（情報流出・措置に関する項目追加）
・情報流出事案や核物質防護の行動に反した場合の措置の教育を追加（充実）

2021年3月～開始

〇運転員、警備員に対する面談実施
・法令遵守状況及び意識の確認

2021年3月～開始

3-1 社員に対する警備員の
忖度

〇核物質防護教育（情報流出・措置に関する項目追加） 2021年3月～開始

〇警備員に対する実動対応訓練の強化 2021年3月～開始

3-2 警備業務に対する尊重
の不足

〇警備員及び警備員をサポートする体制の強化
・下記参照

2021年4月配置に
向けて準備中

警備長

警備主任

7

「車座ミーティング」の実施

・発電所幹部と所員による職場対話を通じて考え・思いを共有。
現場の声を直接的に収集することで、得られた現場の問題を
拾い上げ、スピーディーに課題の改善に繋げる。

・所員からは「事務所の人は、実際に現場の状況を自分の目
で見るべき」など、様々な声が寄せられている。

背後要因の分類 対 策 実施状況

3-2 警備業務に対する尊重
の不足

〇核物質防護教育（警備の重要性の項目追加）
・警備員の位置付けや重要性に関する教育を追加（充実）

2021年3月～開始

3-3 核物質防護ルールの
不徹底

〇ＩＤカード管理の相互チェック、監視
・朝礼や点呼時等に、個人証明証の常時掲示と管理状況等を
日々相互チェック

2021年2月～
相互チェック開始

〇警備員に対する実動対応訓練の強化 2021年3月～開始

3-4 管理者の現場実態把握
力の弱さ

〇「車座ミーティング」の実施
・下記参照

2021年2月～開始

〇管理者による現地現物での業務把握の向上
・核物質防護以外の業務全般を含め、管理者（部長・ＧＭ）

が現場における設備・人の状況を定期的に自ら確認し、
改善に繋げる

2021年3月～
問題点の再整理

車座ミーティング

６．背後要因に基づく対策（２/3）
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背後要因の分類 対 策 実施状況

3-5 内部脅威に対する
意識の不足

〇核セキュリティ文化醸成の基本方針の見直し
・核セキュリティに関する社内の基本方針について、一人ひ

とりがどのような行動が求められているのかを具体的かつ
分かりやすく改訂し、内部脅威に対する意識の向上を図る

2021年3月改訂
（予定）

〇核物質防護規定の見直し
・核物質防護の最上位の規定である核物質防護規定について

その見直しを実施

2021年2月～
改訂検討開始

〇個人管理すべき事項を明確化と管理の定着
・社員の制服（作業服）やヘルメットなど、IDカード以外の

個人管理すべきもの及び管理方法を明確化

2021年2月～
相互チェック開始

〇「車座ミーティング」の実施
・「車座ミーティング」を通じて、内部脅威に対する意識を

高揚
2021年2月～開始

６．背後要因に基づく対策（３/3）

9

ま と め

本事案は、原子力事業者としてあってはならない重大な事案であり、再発防止を
確実に行う観点から、根本原因分析を実施した。

根本原因分析を行うプロセスで、本事案の背後要因は３つに特定・類型化。
① 厳格な核物質防護のための手段の不足 ② 核物質防護の重要性の理解不足
③ 厳格な警備業務を行い難い風土

また、この状況を許容している深層にある組織面の要因が「管理者の現場実態把握
力の弱さ」「内部脅威に対する意識の不足」にあると特定。

「管理者の現場実態把握力の弱さ」は、核物質防護分野のみならず発電所業務
全般に当てはまる問題として捉え、管理者が現場における設備・人の状況を定
期的に確認・改善できるよう、現場観察の活動を改善。

「内部脅威に対する意識の不足」は、核セキュリティ文化醸成の基本方針を見
直し。具体的に求められる行動を明確化のうえ、一人ひとりが実行できるよう
にする。


